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１．はじめに 

人口減少等による税収減から財政難に陥る自治体が増えてくる中、民間主体の公共空間の整備、維持管理、

運営が求められている。また、環境・防災等への関心の高まりや、都市間競争を目的とした地域資産価値の

維持・向上に期待が集まる中、良質な公共空間の創出による地価上昇やサービスから得られる収益等による

地域経営が期待されている。そうした取組みの一つとして、現在エリアマネジメントに注目が集まる。エリ

アマネジメントとは、地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地

権者等による自主的な取組みである。 

本稿では、このうち都市緑地1による公共空間の創出と地域経営の事例として、JR 大阪駅前で展開される

うめきたプロジェクトを紹介する。同プロジェクトでは、エリアマネジメントによる民間主体のまちづくり

が進められており、全国的にも先進事例として注目されている。 

 

２．都市緑地による公共空間の創出とエリアマネジメント 

国土交通省では、公園等の都市緑地を中心とした公共空間の整備、管理運営に活用できる事業スキームを

大きく 3 つに区分している。1 つ目は地方自治法に基づく指定管理者制度である。2 つ目は都市公園法に基

づくパークマネジメント（Park-PFI）や設置管理許可制度で、3 つ目は PFI 法に基づく PFI 事業である。本

稿では、このうち公共的事業性の高い指定管理者制度、Park-PFI との比較からエリアマネジメントの特徴を

掴む≪図表１≫。 

指定管理者制度の主な目的は、行政が公共施設等の維持管理、運営費を負担せず、民活による業務効率化

を図り、財政負担を軽減することである。地方自治法等が根拠法となっていることから、公共性が高いのが

特徴で、その第 1 号に国営昭和記念公園が指定されている。同公園では、公園全体の企画管理運営が指定管

理者に任され、イベント、施設・設備の維持管理、カフェ等の設置、運営、植栽管理等が行われている。 

パークマネジメントは、行政の財政負担軽減にとどまらず、空間の価値向上や地域活性化を目的としてお

 
1 本稿では、公園、街路樹、水辺等からなるオープンスペース（非建ぺい地）を総称して都市緑地とする。 
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人口減少に伴う自治体財政の制約下、都市緑地を核とした民間主体の公共空間整備と地域経営が注目さ

れている。本稿は、JR 大阪駅前で展開される「うめきたプロジェクト」を事例に、指定管理者制度・

Park-PFI と比較しながら、エリアマネジメントの制度的特徴と運用実態を検討する。同プロジェクトで

は、道路占用緩和や大阪版 BID、MIDORI パートナー制度などを活用し、公共空間の価値向上と地域サー

ビスからの収益化を実現している。また、従来のエリアマネジメントを拡張した地域経営モデルとして、

全国的にも先進的な取り組みである。 
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り、収益獲得も目指している点が異なる。代表的な事例として、大阪城公園パークマネジメントがある。こ

こでは、大阪市が事業費の一部を充当する一方で、大阪城パークマネジメント（株）2によって大阪城公園

内にある施設利用料金等から維持管理費を捻出する事業スキームになっている。都市公園法が根拠法となっ

ているため、公共性を担保しつつ民間が収益を上げ、公園の維持管理費に充当する意味で事業性がやや高

い。 

エリアマネジメントは、地域における良好な環境や地域の価値の維持・向上が主な目的である。都市計画

法や都市再生特別措置法、地方自治法等を活用しつつ、関係者の自主的な取組みによって、公共性を担保し

つつ事業性に重きを置いている点が特徴である。公園施設等を含めた地域一体を対象としており、扱うエリ

アが広い。本稿では、エリアマネジメントの事例としてうめきたプロジェクトを取り上げ、①制度設計、②

公共空間の整備とまちづくり、③公共空間の維持管理の 3 つの視点から概説する。 

 

≪図表１≫都市公園を活用したまちづくりに関連する制度比較 

 指定管理者制度 パークマネジメント（Park-PFI） エリアマネジメント 

目的 民間事業者等の人的資源やノウ

ハウを活用した施設の管理運営

の効率化（サービスの向上、コス

トの縮減）が主な目的。 

都市公園に民間の優良な投資を

誘導し、公園管理者の財政負担を

軽減しつつ、都市公園の質の向

上、公園利用者の利便の向上を図

ることを目的とした制度。 

地域における良好な環境や地域

の価値の維持・向上を主な目的と

した関係者の自主的な取組み。 

事業主体 公募により選定された民間事業

者等 

公募により選定された民間事業

者等 

住民・事業主・地権者等 

対象エリア 公園等の公共施設内 公園施設内 公園や住宅地、業務・商業地等を

含む一定のエリア 

管理・運営方式 維持管理 整備、維持管理 整備、維持管理 

資金調達 地方自治体等からの委託費、施設

利用料からの収益 

地方自治体等からの委託費およ

び施設利用料からの収益 

国や地方自治体等からの交付金

やイベント等からの収益 

根拠法 地方自治法、条例、協定等 都市公園法 都市計画法、都市再生特別措置

法、地方自治法等 

事業期間 3－5 年程度 20 年以内 上限なし 

公共性 大 中 小 

事業性 小 中 大 

（出典）国土交通省「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活用ガイドライン」および「エリアマネジメントのすすめ」より

SOMPO インスティチュート・プラス作成 

  

 
2 （株）電通、読売テレビ放送（株）、ダイワハウス工業（株）、大和リース（株）、（株）NTT ファシリティーズが共同出資

により設立された株式会社。 
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） 
３．うめきたプロジェクトに見る、エリアマネジメントの特徴 

（１）制度設計 

JR 大阪駅前にはもともと旧国鉄所有の梅田貨物駅操車場があったが、1980 年代の貨物鉄道輸送品目の軽

量化によるヤード系輸送方式の衰退や、モータリゼーションによるトラック輸送の発展によって操車場の役

割を終えている。また、旧国鉄の赤字経営を背景とした国鉄民営化を背景に、1987 年に国鉄清算事業団（以

下、事業団とする。）へと継承されることになった3。事業団は、全国にある旧国鉄所有の土地、株式の売却

益を財源とした償還を行ってきているが4、当該地域にあっては移転先の吹田貨物操車場周囲の住民反対もあ

って、長い間再開発が進まず、およそ 20 年間駅前遊休地となっていた。2002 年に、国鉄清算事業団から UR

都市再生機構（以下、UR とする。）に土地の所有権が移管されたことによって再開発が検討され始め、その

後、2006 年に梅田駅の機能を吹田貨物操車場に移転することで決着し、本格的に一体的な都市再生が進めら

れることになった。 

当該地域のように、公共事業の一端を民間事業者が担う体制になったのは、特殊法人である国鉄清算事業

団の土地が、独立行政法人である UR に移管されたことや、当時の大阪市の失業率上昇を背景とした都市計

画税収減によって公共サービスの維持が難しくなったことなどが要因として考えられる。以下では≪図表２

≫を参照しつつ、うめきたプロジェクトの経緯詳細を見ていくことにする。 

操車場跡地は、2002 年に国によって都市再生緊急整備地域5に指定され、2004 年に大阪市が大阪北地区ま

ちづくり基本計画を策定し、まちづくりの方針が打ち出された。この中で当該地域は、「先行開発区域」「2 期

区域」に分けられ、段階的に開発を進めることが決定している。 

先行開発区域は、特定都市再生緊急整備地域6として 2012 年に国に指定され、都市の国際競争力強化を目

標に民間開発やインフラ整備の充実を図るための有効地域となっている。2013 年に「賑わいの創出」「質の

高い都市景観形成」「独自のコミュニティ形成」「体験・経験」をコンセプトに「まちびらき」が行われたが、

その後、国家戦略道路占用事業7や大阪市エリアマネジメント活動促進条例（大阪版 BID：Business 

Improvement District）8を取り入れるなど、道路の公共空間を活用し、オープンカフェ等を設置するといっ

た事業性の高い官民連携によるまちづくりへと発展した。当該区域は民間事業者を中心に設立したグランフ

ロント大阪 TMO（Town Management Organization）によってエリアマネジメントが進められた。 

2 期区域は、2019 年に大阪市と UR の公募によって選定された民間事業者によって都市公園うめきた公園

が整備され、翌年に国の都市再生特別地区9に指定されたことで民間主体の「まちづくり」が開始している。

2024 年には『「みどり」と「イノベーション」の融合拠点』をコンセプトに「先行まちびらき」が行われて

おり、2027 年にかけて「全体まちびらき」が予定されている。当該地域は、同様に民間事業者を中心に設立

 
3 中垣勝臣・土井義夫（2021）：「長期的視点からみた JR 貨物の経営合理化と競争力強化への取組み－コンテナ導入前夜から

現在に至る E&S 導入を中心として－、朝日大学経営論集第 36 巻、1-20 
4 岡本寛子・大沢昌玄・岸井隆幸（2006）：「旧国鉄跡地の活用実態と土地利用転換状況に関する研究」、都市計画論文集 41-

3、773-778 
5 都市再生を目的として、都市開発事業などを通じて市街地の整備を重点的に進めるべき地域として政令で定められた地域の

こと。 
6 都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力強化に特に有効な地域として、国が政令で指定するもの。民間開発やイン

フラ整備に対する国の支援、都市計画の特例や金融・税制支援などの措置が講じられる。 
7 道路管理者による道路占用許可によって、道路に一定の物件や施設などを設置することができる特例。国家戦略特別区域内

においては、広告塔、ベンチ、食事施設、自転車駐車場器具、国際的な会議・イベント等のため設けられる露店等の占用許可

基準を緩和する特例制度。 
8 公共空間を活用した事業収益などにより、民間団体の自主財源を確保しやすくする大阪独自の条例。 
9 都市再生に貢献し、土地の合理的かつ健全な高度利用を図るために、用途地域などの規制を適用除外できる地区のこと。民

間企業のノウハウを活かした開発を促進することができる。 
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） 
したうめきた MMO（MIDORI Management Organization）によってパークマネジメントとエリアマネジ

メントとを併用してまちづくりが進められており、都市公園（防災公園）としての公共性が担保されるのと

同時に、公園内外のまちづくりによる事業性が認められる。 

 

≪図表２≫うめきたプロジェクトの主な経緯と制度設計

 

（出典）大阪市「うめきた（大阪駅北地区）プロジェクト」より SOMPO インスティチュート・プラス作成 

 

（２）公共空間の整備とまちづくり 

うめきたプロジェクトは、区域全体で約 24ha の広大な敷地を対象としている。このうち、先行開発区域

は約 7ha、今回「まちびらき」した 2 期区域は約 17ha となっている。以下では、両区域の再開発整備詳細

について概観していきたい。 

先行開発区域は、オフィス、商業施設、ナレッジキャピタル、ホテル・サービスレジデンス、分譲住宅の

整備を通じて、「賑わいの創出」「質の高い都市景観形成」「独自のコミュニティ形成」「体験・経験」をまち

づくりの目標としており、エリアマネジメントの考え方を採用し実現している（≪図表３≫赤枠参照）。当該

区域で整備された公共空間として、グランフロント大阪（サウスタワー）分譲住宅内やグランフロント大阪

（ノースタワー）沿道の街路樹・水辺空間がある（≪図表３≫の「A」「B」参照）。これらの都市緑地は、大

阪府や大阪市が総合設計制度10や道路占用事業などの制度を活用しており、官民連携で創出された公開空地

11、カフェ等は主に商業、住宅、道路空間の質向上に寄与している。 

2 期区域は、『「みどり」と「イノベーション」の融合拠点』をコンセプトに、エリアマネジメントの考え方

を採用し、まちづくりが推進されている（≪図表３≫緑枠参照）。当該区域の公共空間として特筆すべきは、

好立地な駅前に 4.5ha におよぶうめきた公園や駅前広場が整備されたことである（≪図表３≫の「C」「D」

 
10 一定規模以上の敷地において、公開空地を設けるなど、市街地環境の整備改善に資する建築計画に対して、容積率（延べ

床面積／敷地面積×100％）や高さ制限などの建築制限を緩和する制度。 
11 ビルやマンションなどの敷地に設けられた土地で、その敷地内の建物になんらの権利を有していない一般の人でも自由に

出入りすることができる空間のこと。 

2006 先行開発区域開発事業者募集

2009 梅田地区エリアマネジメント実践連絡会設立

2012 特定都市再生緊急整備地域に指定

2012 一般社団法人グランフロント大阪TMO設立

2013 まちびらき

2014 都市再生推進法人指定

2015 国家戦略道路占用事業（国家戦略特区）認定

2015 大阪市エリアマネジメント活動促進条例

（大阪版BID制度）適用

2009 大阪駅北地区2期開発ビジョン策定

2013 うめきた2期区域開発に関する民間提案募集実施

2013 うめきた2期区域まちづくりの方針決定

2017 URによる開発事業者募集開始

2019 都市公園うめきた公園の都市計画決定（防災公園街区整備事業）

2020 地区計画、都市再生特別地区、土地区画整理事業の都市計画変更

2022 一般社団法人うめきた未来イノベーション機構設立

2023 一般社団法人うめきたMMO設立

2024 先行まちびらき

（グラングリーン大阪北館、うめきた公園サウスパーク全面、ノースパーク一部）

2025 開業範囲拡大
（グラングリーン大阪南館、うめきたグリーンプレイス）

2027 全体まちびらき

2028 基盤整備完了

先行開発区域 2期区域

2002 都市再生緊急整備地域に指定 2004 大阪駅北地区まちづくり基本計画
全体計画
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） 
参照）。従来の駅前空間は電車やバス、タクシー等の乗り継ぎを目的とした最短ルートでの動線計画が立てら

れることが多いが、当該区域は都市公園や広場を核にして、人々の集いの場を提供している点においてこれ

までとは異なるコンセプトを取り入れている。また、うめきた公園は、UR の防災公園街区整備事業12が適用

されており、防災公園整備と市街地整備を一体的に推進する事業スキームを活用している。うめきた公園・

広場以外では、商業施設に付帯したオープンスペースが創出されるなど、多様な緑地空間が目を引く（≪図

表３≫の「E」参照）。 

以降では、うめきたプロジェクトに見る、エリアマネジメントの事業スキーム詳細を見てみることにする。 

 

≪図表３≫うめきたプロジェクトに見る、都市緑地を核とした公共空間 

 

Ａ：分譲住宅内の水辺空間、Ｂ：グランフロント大阪（ノースタワー）沿道の水辺空間、Ｃ：うめきた公園（ノースパー

ク）、Ｄ：うめきた広場（大阪駅前広場）、Ｅ：ノースタワー前オープンスペース 

（注）矢印は写真撮影方向を示している。うめきたの森（ノースパーク）は 2027 年春オープン予定。 

（出典）GRAND GREEN OSAKA「PARK & MIDORI LIFE」に SOMPO インスティチュート・プラス加筆、写真は筆者撮影

（2025 年 6 月 21 日） 

  

 
12 UR 独自の事業方式で、防災公園整備と市街地整備を一体的に推進する事業。 

Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ Ｅ

Ｃ

Ｄ
Ａ

Ｂ

Ｅ

先行開発地区

２期区

ノースタワー

建設中

グラングリーン大阪

建設中

うめきた広場

タワーＡ

タワーＢ

オーナーズタワー

タワーＣ

ナレッジプラザ



   

2025/7/28 6 

Insight Plus 
 

 

） 
（３）公共空間の整備・維持管理と地域経営 

≪図表４≫はうめきたプロジェクトにおける公共空間の維持管理と地域経営に関する事業スキームを示し

たものである。 

まず、先行開発区域では、国の道路占用許可特例によって歩道空間を活用したオープンカフェの設置やプ

ロモーション等が許可されている。これらの公共空間は、エリアマネジメント推進協議会であるグランフロ

ント大阪 TMOによって管理、運営されているのは先に述べた通りである。同協議会は、三菱地所を中心に、

デベロッパー、ハウスメーカー、情報通信事業者、不動産投資会社、鉄道会社等による組織体制となってい

る。また、全国初の大阪市 BID 制度によって、指定区域内の民間企業から出た収益をまちづくりの分担金と

して事業費に充てる一方で、民間企業は広告掲載やイベント開催権利を持つことができる事業スキームが設

けられている。 

次に、2 期区域では、うめきた公園を核としたまちづくりが展開されている。当該区域におけるエリアマ

ネジメント推進協議会であるうめきた MMO が設立され、うめきた公園、駅前広場、商業住宅併設のオープ

ンスペース等の維持管理や、これらを利用した地域経営が行われているところである。同推進協議会も三菱

地所等を中心としたデベロッパーや鉄道会社によって組織されている。また、大阪市内外に事業所を持つ企

業が提携する MIDORI パートナーから協賛金を集め、うめきた公園等の維持管理、運営に充当される一方

で、公園内での広告掲載、イベント開催権利が付与される仕組みになっている。 

 

≪図表４≫うめきたプロジェクトの事業スキーム 

 

（出典）各種資料より SOMPO インスティチュート・プラス作成 

  

【2期区域】エリアマネジメント推進協議会

一般社団法人うめきたMMO
（MIDORI Management Organization）

独立行政法人都市再生機構

【先行開発区域】エリアマネジメント推進協議会

一般社団法人グランフロント大阪TMO
オフィス、商業施設、ナレッジキャピタル、ホテル・サービスレジデン
ス、分譲住宅の整備、維持管理・運営

三菱地所株式会社、株式会社大林組、阪急阪神不動産株式会社、株式会社竹中工務店等
（2023年7月4日現在）

NTT都市開発株式会社、NTT都市開発プライベート投資法人、株式会社大林組、オリッ
クス不動産株式会社、関電不動産開発株式会社、ジャパンエクセレント投資法人、ジャ
パンリアルエステイト投資法人、積水ハウス株式会社、株式会社竹中工務店、中央日本
土地建物株式会社、東京建物株式会社、日鉄興和不動産株式会社、日本プライムリアル
ティ投資法人、阪急電鉄株式会社、阪急阪神リート投資法人、三菱地所株式会社、三菱
倉庫株式会社（2023.4.1現在）

プロモーションまちづくり
・イベントプロモーション
・まちメディアの運用

・公共空間の管理・運営
・交通サービス「UMEGLE」
・梅田地区全体の魅力向上

MIDORIパートナー制度

協賛金

うめきた公園
・Well-being ・Innovation ・Challenge

“みどり”全体の価値向上に資する取り組み実施

開発事業者の選定開発事業者の選定

大阪市

みどりとイノベーションの融合拠点

整
備

BID（Business Improvement District）制度

分担金整
備

賑わい創出、質の高い都市景観形成、
独自のコミュニティ形成、体験・経験

SUNTORY、Panasonic、KIRIN、西尾レントオール株式会社、NIKE（メジャーパート
ナーのみ）

パークマネジメント

コンセプト

広告掲載権利

広告掲載・イベ
ント開催権利

コンセプト
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） 
４．都市緑地を活用した、まちづくりと地域経営の可能性 

これまで見てきたように、うめきたプロジェクトの公共空間を活用したまちづくりと地域経営には、区域 

ごとに次の特徴的な事業スキームを見てとることができる。 

先行開発区域では、国の道路占用許可特例や大阪市 BID 制度により道路空間の利用を緩和し、オープンカ

フェ等を設置することで得られた収益を分担金としてまちづくりの運営資金に充てている。一方、オープン

カフェが設置された道路空間では、企業の広告掲載権利が認められる仕掛けになっている。 

2 期区域では、パークマネジメントとエリアマネジメントを併用し、都市公園を中心とした一定エリを対

象にまちづくりが進められているのが特徴である。また、MIDORI パートナー制度の運用によって、地域内

企業からの協賛金が得られるだけでなく、当該区域のまちづくりに共感する地域外企業から資金支援が受け

ることができる。一方で、企業側は公園内での広告掲載、イベント開催権利が得られる仕組みとなっている。 

当該区域のエリアマネジメントは、ニューヨーク市の BID 制度13を参考に制度設計、運用がされているた

め、比較する中で今後の可能性について述べたい。BID 制度は、公園を中心とした一定区域の地権者から収

益の一部を賦課金14として徴収し、公園や地域の質向上を図ることを目的とした制度である。ニューヨーク

市には 76 の BID が存在しており、総額で 180 億円が地域に投資されている。BID 制度は、指定区域内の受

益者（地権者、事業者）がまちづくりを行うことが原則である。これに対して、今回紹介したうめきたプロ

ジェクトは、指定区域外の企業も含めて分担金や協賛金を募り、公園やまちづくりに充当している点が特徴

である。従来の BID 制度やエリアマネジメントの考え方を一歩拡張したものと捉えられる。 

大阪市では、現在うめきたプロジェクトが気候変動適応に寄与するとして、グリーンボンド15を発行する

など、新たな取組みも開始している。都市緑地の受益者をさらに拡張した事業スキームである。今後、都市

緑地を中心とした公共空間の受益者を誰に設定するのかが、地域経営につなげるカギになるだろう。 

 
13 関谷進吾（2024）：ニューヨークのパブリックスペース・ムーブメント、公共空間からの都市改革、学芸出版社、226-241 
14 特定の事業や活動の費用を賄うために、受益者に対して割り当てて負担させる金銭のこと。 
15 環境問題の解決に貢献する事業に特化した資金を調達するために発行される債券のこと。 
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